
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

沿道区域における届出・勧告制度
(道路法44条)の適用

令和８年８月

宇都宮国道事務所



沿道区域における届出・勧告制度に係るガイドラインVer.2(令和5年8月)

1

熊本地震における電柱倒壊例



道路法第４４条
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届出対象区域 該当区間の選定
１．対 象 路線

２．対 象区間 ①市街地等における無電柱化区間（電共完了、事業中、現推進計画内に着手予定）
又は

②道路区域に電柱が無い区間で沿道において電柱新設・電柱倒壊が予見される区間

直轄国道（緊急輸送道路）

３．該 当 区間 各地域において災害時に緊急車両の通行の確保が必要な道路（緊急輸送道路）のうち、
特に重要な「高規格道路のIC（交通拠点）」と「（広域）防災拠点」を結ぶ区間
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国道50号
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届出対象区域指定範囲(1)
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届出対象区域指定範囲(2)
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電柱の倒壊及び後退イメージ

〇新規電柱が設置できなくなるものではありません
(必要に応じ、高さや位置を調整することが勧告されます)
〇既設電柱、看板等の工作物については届出の対象外です
(ただし、既設電柱を更新及び移設する場合は届け出が必要となります)

6

(目安)
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「届出・勧告制度」区域設定のイメージ(1/2)



8

「届出・勧告制度」区域設定のイメージ(2/2)


